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平成２０年１２月２４日判決言渡

平成１９年（ワ）第７９４２号 損害賠償請求事件

口頭弁論終結日 平成２０年１０月２９日

判 決

主 文

１ 被告は，原告に対し，３７６万２８６０円及びこれに対する平成１８年１０

月８日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

２ 原告のその余の請求を棄却する。

３ 訴訟費用は，これを６分し，その１を被告の負担とし，その余を原告の負担

とする。

４ この判決は，第１項に限り，仮に執行することができる。ただし，被告が３

００万円の担保を供するときは，その仮執行を免れることができる。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

被告は，原告に対し，１９４１万円及びこれに対する平成１４年２月１３日

から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

第２ 事案の概要

１ 事案の要旨

本件は，原告が，被告が開設する歯科医院において，同医院に勤務する歯科

医師のインプラント手術を受けたところ，同歯科医師の説明義務違反，手術前

にＣＴを撮影せず，下顎管ないしオトガイ孔までの距離を正確に把握せずに手

術を行った過失，又は，手技上の過失によって左下歯槽神経を損傷され，神経

麻痺による左下口唇，左オトガイ部の知覚異常及びアロディニアの後遺障害が

残ったとして，被告に対し，診療契約の債務不履行に基づき，損害賠償金１９

４１万円及びこれに対する手術日である平成１４年２月１３日から支払済みま
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で民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求めた事案である。

２ 前提となる事実（証拠等を掲記しない事実は争いのない事実である。）

(1) 当事者

ア 原告は，昭和２５年８月２９日生まれの男性である。

イ 被告は，東京都Ａ区において一般開業歯科医院であるＢ歯科医院（以下

「被告歯科医院」という。）を開設していた医療法人である。

(2) 事実経過

ア 原告は，平成１４年１月１９日，虫歯の治療のために被告歯科医院を受

診し，被告との間に歯科診療契約を締結して，被告歯科医院に勤務してい

た歯科医師Ｃ（以下「Ｃ歯科医師」という。）により，右上犬歯（以下「

右上３番の歯」という。）の虫歯（う蝕）の治療等を受け，同年２月２日

には，左下第二小臼歯（以下「左下５番の歯」という。）について，抜歯，

歯根膿胞摘出の処置を受けた。なお，原告は，平成１１年３月２０日，被

告歯科医院において，左下第一大臼歯（以下「左下６番の歯」という。）

について，抜歯の処置を受けていた。

その後，原告は，平成１４年２月１３日，Ｃ歯科医師の執刀で，左下５

番の歯に相当する部分（以下「左下５番相当部」という。）及び左下６番

の歯に相当する部分（以下「左下６番相当部」という。）に対して，イン

プラント体を各１本ずつ埋め込む手術（以下「本件手術」という。）を受

けた。（乙Ａ１，２，乙Ｃ２）

イ ところが，本件手術後，原告が左下口唇から左オトガイ部にかけて麻痺

感があると訴えたことから，平成１４年２月２６日には，被告歯科医院に

おいて，左下５番相当部のインプラント体が除去された（乙Ａ１，２，乙

Ｃ２）。

ウ 原告は，その後も，平成１４年３月２日から平成１８年４月８日までの

間，被告歯科医院に通院して上記麻痺感等に対する診療を受けた（乙Ａ１，
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２）。

エ 原告は，平成１４年１１月２７日，Ｄ病院を受診し，左側三叉神経第３

枝知覚異常（オトガイ神経領域）の診断を受け，同日から同年１２月１３

日までの間，同病院に通院し，星状神経節ブロック（星状神経節に対する

麻酔薬の注射）等の治療を受けた（甲Ａ１，乙Ａ３）。

オ 原告は，平成１４年１２月２１日から平成１８年４月２２日までの間，

Ｅ歯科病院に通院して治療を受け，同日，左側オトガイ神経知覚異常の診

断を受け，平成２０年２月２２日には，同病院の口腔外科所属のＦ歯科医

師（以下「Ｆ歯科医師」という。）から，左オトガイ神経知覚麻痺による

咀嚼機能障害の診断を受けた（甲Ａ２，１５，乙Ａ４）。

カ 原告は，平成１６年８月７日から平成２０年３月２９日までの間，Ｅ病

院附属Ｇ病院精神神経科に通院し，うつ病の治療を受け，平成１８年４月

２２日，抑うつ状態の診断を受けた（甲Ａ３，１８，甲Ｃ４，５，甲Ｃ６

の１３，２０，２４，３１，４１，４７，５５，６０，６５，７２，７６，

８０，乙Ａ５）。

キ 原告は，平成１８年３月４日から平成１９年２月１７日までの間，Ｈ病

院に通院して歯科治療を受け，平成１８年４月１５日，左下顎神経麻痺の

診断を受け，平成１９年８月４日には，左下歯槽神経麻痺の診断を受けた

（甲Ａ４，１１，甲Ｃ６の３０，乙Ａ６）。

ク 原告は，平成１９年５月１９日から平成２０年９月６日までの間，Ｅ病

院麻酔科ペインクリニックに通院して治療を受け，平成１９年６月１６日，

複雑性局所疼痛症候群の診断を受け，同年１１月２４日には，複合性局所

疼痛症候群（左下口唇，オトガイ部）の診断を受けた（甲Ａ１２，１４，

１８，甲Ｃ４，５，甲Ｃ６の９ないし１２，１５，１６，１８，２６，２

７，２９，３３，３５，３９，４０，４３ないし４６，４９ないし５１，

５４，５７ないし５９，６２ないし６４，６８，７０，７１，７４，７５，
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７８，７９，８２ないし８８，９０，９１，９３，９４，９６）。

ケ 原告は，平成１９年６月１６日から平成２０年１月１３日までの間，医

療法人社団Ｉ歯科医院（以下「Ｉ歯科医院」という。）に通院して歯科治

療を受けた（甲Ｃ４，５，甲Ｃ６の１７，１９，２２，２３，２８，３４，

３７，３８，６７，６９）。

コ 原告は，平成１９年１０月２７日，Ｊ病院口腔外科を受診し，同年１１

月１日，左オトガイ神経知覚障害の診断を受けた（甲Ａ１６，甲Ｃ４，甲

Ｃ６の５２，５３）。

３ 争点

(1) Ｃ歯科医師に説明義務違反があるか。

(2) Ｃ歯科医師に，手術前にＣＴを撮影せず，下顎管ないしオトガイ孔まで

の距離を正確に把握せずに本件手術を行った注意義務違反があるか。

(3) Ｃ歯科医師に，本件手術における技術的なミスにより下歯槽神経を損傷

した注意義務違反があるか。

(4) 因果関係並びに損害の有無及び額

４ 争点についての当事者の主張

(1) 争点(1)（Ｃ歯科医師に説明義務違反があるか）について

（原告の主張）

Ｃ歯科医師は，原告に対し，本件手術前に，インプラント手術にはリスク

がないと説明し，同手術により左下口唇，左オトガイ部の知覚異常，アロデ

ィニアといった症状が出る可能性があることを説明すべき義務を怠った。

（被告の主張）

Ｃ歯科医師は，原告に対し，インプラント手術についてリスクが少ないと

は言ったが，リスクがないとは言っていないし，また，歯を抜く場合と同様

に，出血，腫れ，痛み等が起こる可能性があることをも説明しているから，

同歯科医師に説明義務違反はない。
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(2) 争点(2)（Ｃ歯科医師に，手術前にＣＴを撮影せず，下顎管ないしオトガ

イ孔までの距離を正確に把握せずに本件手術を行った注意義務違反があるか

）について

（原告の主張）

Ｃ歯科医師には，インプラント体がオトガイ神経を損傷しないように，オ

トガイ孔から適切な距離を取るため，インプラント手術前にＣＴを撮影する

義務があったにもかかわらず，Ｃ歯科医師はＣＴを撮影しなかった。

また，Ｃ歯科医師は，パノラマレントゲン写真（オルソパントモグラフ）

を撮影したとしても，メジャーテープを用いなかった。このように，Ｃ歯科

医師は，下顎管ないしオトガイ孔までの距離を正確に把握せずに本件手術を

行った。

（被告の主張）

下顎管ないしオトガイ孔までの距離を確認する方法としては，ＣＴの他に

も，メジャーテープを用いたパノラマレントゲン写真やデンタルＸ線写真な

どがあり，インプラント手術前にＣＴを撮影することが，本件手術当時の医

療水準となってはいなかったから，本件手術前にＣＴを撮影する義務はない。

また，Ｃ歯科医師は，下顎管までの距離について，パノラマレントゲン写

真上にスケールをあてて測定し，骨の幅について，触診や口腔内所見（肉眼

）により確認し，本件手術を行っているから，同歯科医師に注意義務違反は

ない。

(3) 争点(3)（Ｃ歯科医師に，本件手術における技術的なミスにより下歯槽神

経を損傷した注意義務違反があるか）

（原告の主張）

Ｃ歯科医師は，長すぎるインプラント体（１８ｍｍ）を用い，あるいは，

十分な角度をつけてドリリングやインプラント体の埋入をしなかったなどの

本件手術における技術的なミスにより，ドリル，タッピング用器具，インプ
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ラント体などを突き刺し，あるいはオトガイ孔近接を生じさせて，原告の左

下歯槽神経を損傷した。

（被告の主張）

Ｃ歯科医師が，１８ｍｍのインプラント体を原告の左下５番相当部に埋入

するに当たり，十分な角度をつけてドリリングやインプラント体の埋入をし

なかったため，オトガイ孔近接を生じさせたことについて，注意義務違反が

あることは認める。

(4) 争点(4)（因果関係並びに損害の有無及び額）について

（原告の主張）

ア 原告は，本件手術により，左下歯槽神経を不可逆的に損傷されたために，

左下歯槽神経麻痺による左下口唇，左オトガイ部の知覚異常及びアロディ

ニアといった症状が出現し，本件手術日である平成１４年２月１３日（予

備的には，平成１８年２月１３日ころ）に症状固定に至り，上記症状が後

遺障害として残った。

原告が，前記(1)（原告の主張）記載の説明を受けていれば，被告歯科

医院において，本件手術を受けることはなく，左下口唇，左オトガイ部の

知覚異常及びアロディニアといった後遺障害が発生することもなかった。

また，Ｃ歯科医師がＣＴ等により下顎管ないしオトガイ孔までの距離を

正確に把握した上で技術的なミスを犯さずに本件手術を行っていれば，原

告の下歯槽神経を損傷することはなく，原告に後遺障害は発生しなかった。

イ 治療費及び交通費

原告が本件手術後に要した治療費及び交通費のうち，被告から支払われ

ていないものは，次のとおりである。なお，原告が本件手術後に要した治

療費・交通費のうち，平成１８年９月３０日までに要した費用については，

被告において負担されていることから，原告が被告に対し支払を請求する

治療費及び交通費は，平成１８年１０月１日以降に要した費用である。
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(ア) Ｅ病院附属Ｇ病院，Ｅ病院麻酔科ペインクリニック及びＩ歯科医院

１４万９６１０円

(イ) Ｈ病院 ４万７６８０円

(ウ) Ｊ病院 ６１４０円

ウ 休業損害 ２９万００００円

原告は，本件手術当時，株式会社Ｎに勤務し，年間８４７万３６４９円

の収入を得ていたところ，Ｄ病院への通院期間である９日間欠勤した。し

たがって，休業損害は２９万円（稼働日は３６５日×５／７≒２６０日と

し，８４７万３６４９円÷２６０日×９日≒２９万３３１８円≒２９万円

）である。

エ 逸失利益

(ア) 前記アの後遺障害は，局部に頑固な神経症状を残すものとして，後

遺障害等級１２級に当たり，労働能力喪失率は１４％である。

(イ) 原告は，本件手術当時，前記ウのとおり，年間８４７万３６４９円

の収入を得ていたところ，本件手術当時に原告は満５１歳であり，就

労可能年数を６７歳にした場合の労働能力喪失期間は１６年であり，

ライプニッツ係数は１０．８３８である。したがって，逸失利益は１

２８５万７２３７円である。

（計算式）

８４７万３６４９円×０．１４×１０．８３８＝１２８５万７２３７円

オ 慰謝料

(ア) 後遺障害慰謝料 ２９０万００００

円

(イ) 通院慰謝料 １６０万００００

円

カ 弁護士費用 １７０万００００円
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（被告の主張）

争う。

本件手術による原告の症状は未だ固定しておらず，原告の主張するような

後遺症の存在は認められない。なお，原告は，Ｈ病院では，本件手術による

症状とは関係のない左下第一小臼歯（以下「左下４番の歯」という。）につ

いて治療を受けている。また，後遺障害が発生している場合には，後遺障害

発生後の治療費・交通費及び通院慰謝料を請求することはできない。

第３ 当裁判所の判断

１ 認定事実

証拠及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が認められる（末尾に認定の根拠

となった証拠等を示す。）。

(1) 被告歯科医院における診療経過

ア 本件手術に至る経緯

原告は，平成１４年１月１９日，虫歯の治療のために被告歯科医院を受

診し，Ｃ歯科医師により，右上３番の歯のう蝕の治療等を受け，同年２月

２日，左下５番の歯について，歯根の破折と骨透過像が認められたことか

ら，抜歯，歯根膿胞摘出の処置を受けた。なお，左下６番の歯については，

平成１１年３月２０日，被告歯科医院において，抜歯の処置を受けていた。

その後，原告は，Ｃ歯科医師から，左下５番の歯を抜去した後の処置に

ついて，入れ歯やインプラント手術が考えられるが，インプラントであれ

ば入れ歯のような違和感や取り外す面倒がなく，かつ，周りの歯を歯根破

折で失うリスクを軽減できるとの説明を受けたことから，インプラント手

術を受けることを決意し，平成１４年２月１３日，Ｃ歯科医師の執刀で，

左下５番相当部及び左下６番相当部に対して，インプラント体を各１本ず

つ埋め込む本件手術を受けた。なお，Ｃ歯科医師は，本件手術に先立ち，

インプラント手術に伴うリスクとして，抜歯の場合と同様に，外科的手術
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に伴う出血，痛み及び腫れが生じる可能性があることについては説明した

が，神経損傷や神経麻痺が生じる可能性があることなどについては説明し

なかった。（甲Ａ１７，１８，乙Ａ１，２，乙Ｃ２，証人Ｃ歯科医師，原

告本人）

イ 本件手術の内容

Ｃ歯科医師は，本件手術に先立ち，パノラマレントゲン写真（オルソ

パントモグラフ）及びデンタルＸ線写真を撮影し，パノラマレントゲン

写真上にメジャーテープを当てて，下顎管ないしオトガイ孔までの距離

（インプラント体を埋め込むべき深さ）を測定し，骨の幅について，触

診や口腔内所見（肉眼）により確認した。なお，本件手術前にＣＴは撮

影しなかった。

Ｃ歯科医師は，原告の抜歯前の左下５番の歯の根尖部分に骨破壊像が

あったことから，その部分には骨組織が存在しないと考え，左下５番相

当部に埋入するインプラント体（人工歯根）を歯槽骨に保持させるため

には，通常よりも長い長さ１８ｍｍのインプラント体を選択し，これを

歯槽骨に斜めに埋入することが適当であると判断した。

そして，Ｃ歯科医師は，左下５番相当部及び左下６番相当部に麻酔及

びドリリングをした上，左下５番相当部に太さ３．８ｍｍ・長さ１８ｍ

ｍのインプラント体を，左下６番相当部に太さ３．８ｍｍ・長さ１２ｍ

ｍのインプラント体の合計２本のインプラント体を埋入した。その際，

Ｃ歯科医師は，左下５番相当部にドリリング及びインプラント体の埋入

をするに当たり，十分な角度をつけてドリリング・インプラント体の埋

入をしなかったために，左オトガイ孔付近の下歯槽神経の圧迫を生じさ

せ，同神経を損傷した。（乙Ａ２，乙Ａ７の１，２，乙Ａ８，乙Ｃ２，

証人Ｃ歯科医師，原告本人）

ウ 本件手術後の被告歯科医院における診療経過
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原告が本件手術直後に左下口唇部及び左オトガイ部の麻痺感を訴えたこ

とから，Ｃ歯科医師は，平成１４年２月１５日，ステロイド剤を処方した。

同月１６日から，同月２３日にかけて左下口唇部及び左オトガイ部の麻痺

感のある部分の面積が減少する傾向にあったが，同歯科医師は，インプラ

ント体による神経損傷あるいは神経圧迫を疑い，同年２月２６日，左下５

番相当部のインプラント体を除去し，同年３月２日，ビタミン剤を処方し

た。上記症状は，同インプラント体の除去により，やや改善した。

ところが，原告は，同月２３日，その２週間前から辛いものや熱いもの

の知覚を強く感じることを訴えた。また，左下口唇部については，幾分感

覚が戻ってきたものの，左オトガイ部の知覚は鈍く，左下中切歯から第一

小臼歯にかけて歯肉の感覚がないことが認められた。他方，歯については，

打診により問題ないことが確認された。

同年４月６日，原告の左オトガイ部の中心部分は感覚がなく，左オトガ

イ部の周辺部分と左下口唇部の知覚は鈍いことが認められ，同日，同月２

０日及び同年５月２５日には，ビタミン剤が処方された。なお，ビタミン

剤は，平成１６年２月１４日の受診時まで継続して処方された。

その後，原告は，同年６月１日から同月１５日までの間，合計３回通院

し，同年６月２２日，原告の咀嚼時に冷感があること，二点識別検査によ

り，知覚が少しずつ改善していることが認められた。

同年７月２７日，原告の咀嚼時に冷感があること，二点識別検査により，

知覚が正常であることが認められた。

原告は，同年９月１４日，１か月前から左オトガイ部のつっぱり感と異

和感が変わってきたと述べ，歯肉部の感覚が鈍いことが認められた。

同年１１月９日，原告の左下口唇部にはつっぱり感があり，下顎部分に

ついては，つっぱり感はなくなってきたが，指触時に過敏に反応し，ビリ

ビリ感が生じること，左下口唇部の反対側や上の部分が痛いときがあるこ
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と，口唇について，熱いものの知覚を強く感じるが，冷覚は薄らぎ，咀嚼

時の冷感がなくなってきたこと，口唇角部からの流涎が気になること，発

音ができず，呂律が回らず，単語を話すことができないこと，原告の趣味

である車に乗るときにもいらいらし，長時間話すと疲れることなどの症状

を訴えた。

原告は，同月１１日に，左下犬歯について，咬合時に感覚が戻ってきた

と述べたものの，平成１５年３月２９日には，口唇周囲は大丈夫であるが，

同年２月中旬からしびれが生じ，左下犬歯及び左下４番の歯にひりひり感

があると訴えた。

同年５月３１日，原告の左口唇部のつっぱり感に変わりはないが，咬合

時の異和感は減少した。

同年８月９日，原告の左口唇部のつっぱり感に変わりはないこと，左オ

トガイ部のビリビリ感は日によっては良くなること，辛いものや熱いもの

の知覚を強く感じること，タッピング時に刺激があることが認められた。

原告は，同年１０月１１日，しびれやつっぱり感が消失する時もあるも

のの，刺激に対しては変化がない気がすると述べた。

同年１２月１３日，原告のタッピング時の刺激は弱くなっているが，つ

っぱり感があることが認められた。

平成１６年２月１４日，原告につっぱり感が認められ，原告は，ビリビ

リ感が気になり，口角部に何かがついているような気がし，緊張すると呂

律が回らなくなると述べ，同年４月２４日及び同年７月１０日にも通院し

た。

原告は，同年９月４日，疼痛を感じるが，日によってはつっぱり感のみ

のときもあり，軽うつ症状があると述べた。

なお，被告は，Ｃ歯科医師が撮影した原告の左下５番相当部及び左下６

番相当部にインプラント体埋入後のＸ線写真，左下５番相当部のインプラ
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ント体除去前のＸ線写真はその後所在不明となっていると主張していると

ころであり，これらのＸ線写真はいずれも証拠として提出されていない（

原告は，被告あるいはＣ歯科医師において，上記Ｘ線写真を故意に隠匿し

ていると主張するが，そのような事実があると認めるに足りる具体的かつ

客観的な証拠はないから，被告あるいはＣ歯科医師において上記Ｘ線写真

を故意に隠匿しているとは認めることができない。）。（甲Ａ１７，１８，

乙Ａ１，３，４，６，９，乙Ｃ２，証人Ｃ歯科医師，原告本人）

(2) Ｄ病院における診療経過

原告は，平成１４年１１月２７日，Ｃ歯科医師の紹介により，Ｄ病院を

受診し，左オトガイ神経領域の知覚異常及び下唇のピリピリ感を訴えた。

原告は，同病院のＫ歯科医師から左側三叉神経第３枝知覚異常（オトガイ

神経領域）の診断を受け，同日より同年１２月１３日までの間に合計７回

の星状神経節ブロックの治療等を受けたところ，下唇部及びオトガイ部の

ピリピリ感の改善が認められた。（甲Ａ１，１７，１８，乙Ａ３，乙Ｃ２，

証人Ｃ歯科医師，原告本人）

(3) Ｅ歯科病院における診療経過

原告は，平成１４年１２月２１日，Ｃ歯科医師の紹介により，Ｅ歯科病院

口腔外科のＦ歯科医師の診察を受けたところ，左下顎骨炎，左オトガイ神経

麻痺，口腔心身症と診断され，同日から平成１６年７月３１日までの間，合

計２５回通院し，精神安定剤及びビタミン剤の処方を受けた。

原告は，この間の同年４月３日には，ビリビリ感の増強，イライラが募る

こと，話していると舌が疲れることを訴えた。

その後，原告は，同年９月４日から平成１８年２月１８日までの間，合計

５回通院して消毒の治療などを受けた。

Ｆ歯科医師は，同年４月２２日，原告が左オトガイ部皮膚の知覚の低下と

左側下唇のビリビリ感を訴えていることなどから，左側オトガイ神経知覚異
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常と診断し，さらに，平成２０年２月２２日には，左オトガイ神経知覚麻痺

による咀嚼機能障害と診断した。（甲Ａ２，１５，乙Ａ４）

(4) Ｅ病院附属Ｇ病院精神神経科における診療経過

原告は，かねて，本件手術後に発症した神経麻痺，口腔内のつっぱり感，

イライラ感等があったことから，Ｅ歯科病院口腔外科において精神安定剤（

セルシン）を処方されていたが，平成１６年７月３日，症状の改善がないな

どとしてその服用を中止したところ，同月１０日ころから抑うつ気分，無気

力，イライラ感が出現したことから，同月２４日にＬクリニックを受診して

精神安定剤と抗うつ剤の処方を受けた後，同年８月７日，Ｆ歯科医師の紹介

により，Ｅ病院附属Ｇ病院精神神経科を受診して，同科においてうつ病と診

断され，抗うつ剤（ドグマチール。平成１７年６月１８日以降はトレドミン

も追加されるようになった。）及び精神安定剤（メイラックス）の処方を受

けるようになり，平成２０年３月２９日まで，ほぼ月１回のペースで通院し

た。

原告は，上記通院期間中の平成１８年２月２５日には，歯科治療に専念す

るため，精神神経科の薬を中止したいとして，同月１１日に抗うつ剤等の服

用を中止したが，その後抑うつで仕方ない状態となり，精神神経科の薬は止

めたいが，ないと不安を感じるなどと訴えて，抗うつ剤等の処方を受け，同

年４月２２日には，抑うつ状態の診断を受けた。なお，同年１０月２８日に

は，身体表現性障害（身体症状の訴えがあるにもかかわらず，原因となる身

体疾患が見当たらないか，身体疾患があっても，それでは症状の重症度や持

続期間が説明できない状態）と診断された。（甲Ａ３，１８，甲Ｃ４，５，

甲Ｃ６の１３，２０，２４，３１，４１，４７，５５，６０，６５，７２，

７６，８０，乙Ａ５，乙Ｂ１の１ないし３，原告本人）

(5) Ｈ病院における診療経過

原告は，平成１８年３月４日，被告歯科医院の紹介により，Ｈ病院を受
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診し，同月１８日，同年４月１日及び同月１５日に針治療を受け，同日，

左下顎神経麻痺と診断されるとともに，同疾患のため，左下口唇・左オト

ガイ部の知覚異常，アロディニアがあり，鍼灸経絡治療にて治療中である

とする診断書が作成された。その後，同年５月２０日には，パレステジア

（知覚の異常又は低下で疼痛を伴わないもの，疼痛を伴わない異常感覚）

及び異和感が残存しているため，症状の増悪を懸念し，埋入は行わず，パ

レステジアの治療を優先することになった。

原告は，同年６月３日，左下５番の歯の欠損について，左下４番の歯か

ら左下６番の歯にかけてのブリッジで対応するため，左下４番の歯につい

て根尖病巣の治療をすることになった。

原告は，同月１７日，左下４番の歯のメタルコア（金属の土台）が除去

されて，感染根管処置がなされ，同年７月１日にも，左下４番の歯につい

て根管治療がなされ，同月１５日，左下４番の歯について根管充填がなさ

れた。

同月２９日，原告の左下４番の歯についてメタルコアがセットされ，同

年８月５日，左下４番の歯について仮封がなされ，同年９月２日，左下４

番の歯の治療がなされた。

同年１０月７日，原告の左下４番の歯についてテック（仮の歯）がセッ

トされたが，同月２１日，左下４番の歯のテックが破折したことが確認さ

れ，左下５番の歯との接触部を太く修正する処置がなされ，同年１１月４

日，左下４番の歯の治療がなされた。

原告は，同月１８日，左下４番の歯のテックが良好であることが確認さ

れたが，同年１２月２日，テックが破折したことが確認され，修復処置が

なされ，同月１６日にも，，左下４番の歯の治療がなされた。

原告は，平成１９年１月６日，左下４番の歯のテックを修理してもらい，

暫くは仮歯で様子を見ることとした。
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なお，原告は，平成１８年３月１８日，同年４月１日及び同月１５日の

他，同年５月２０日，同年６月３日，同月１７日，同年７月１日，同月１

５日，同年８月５日，同年９月２日，同月１６日，同年１０月２１日，１

１月４日，同月１８日，同年１２月２日，同月１６日，平成１９年１月２

０日，同年２月３日及び同月１７日にも針治療を受けた。

また，同年８月４日には，左下歯槽神経麻痺の診断を受けた。（甲Ａ４，

１０，１１，甲Ｃ６の３０，乙Ａ６，乙Ｂ３）

(6) Ｅ病院麻酔科ペインクリニックにおける診療経過

原告は，平成１９年５月１９日から平成２０年９月６日までの間，Ｅ病

院麻酔科ペインクリニックに通院してレーザー治療や抗うつ剤等の処方を

受け，現在も治療中である。また，平成１９年６月１６日，複雑性局所疼

痛症候群の診断を受け，同年１１月２４日には，初診時である同年５月１

９日から同年１１月２４日までの間，疼痛及び知覚などの症状の改善がな

いことが確認され，複合性局所疼痛症候群（左下口唇，オトガイ部）の診

断を受けた。（甲Ａ１２，１４，１８，甲Ｃ４，５，甲Ｃ６の９ないし１

２，１５，１６，１８，２６，２７，２９，３３，３５，３９，４０，４

３，４４ないし４６，４９ないし５１，５４，５７ないし５９，６２ない

し６４，６８，７０，７１，７４，７５，７８，７９，８２ないし８８，

９０，９１，９３，９４，９６，原告本人）

(7) Ｉ歯科医院における診療経過

原告は，平成１９年６月１６日から平成２０年１月１３日までの間，Ｉ歯

科医院に通院して歯科治療を受けた（甲Ｃ４，５，甲Ｃ６の１７，１９，２

２，２３，２８，３４，３７，３８，６７，６９）。

(8) Ｊ病院における診療経過

原告は，平成１９年１０月２７日，Ｊ病院口腔外科を受診し，左下唇部の

鈍麻感及びビリビリ感並びに冷覚過敏等を訴え，静的触覚閾値検査において，
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左下唇枝部は２．８３Ｆｍｇ，左口角枝部は２．８３Ｆｍｇ，左オトガイ枝

は２．３６Ｆｍｇと，健側（全て１．６５Ｆｍｇ）に比べ，閾値上昇が認め

られたこと，二点識別検査においてはオトガイ枝で測定不能，温覚検査（定

性検査）は認知不可であったことなどから，同年１１月１日，左オトガイ神

経知覚障害との診断を受けた（甲Ａ１６，１７，甲Ｃ４，甲Ｃ６の５２，５

３）。

(9) Ｍ医師会の医事処理常任委員会における協議

原告は，社団法人Ｍ医師会（以下「Ｍ医師会」という。）に対し，本件に

ついて相談し，平成１８年５月２５日に開催されたＭ医師会の医事処理常任

委員会における協議の結果，Ｍ医師会は，原告に対し，同月２９日付けで，

被告歯科医院における治療上の過誤が認定され，本件手術後の神経科におけ

る治療及び針治療が本件手術による神経麻痺に対する治療法として了承され

たが，気功については神経麻痺の治療法として了承されなかった旨を連絡し

た（甲Ａ１３の１，２，甲Ａ１８，原告本人）。

(10) 原告の就業状況

原告は，本件手術当時，株式会社Ｎに勤務し，冷房冷凍空調機の設計及び

製作に関与し，年間８４７万３６４９円の収入を得ていた。

しかし，原告は，本件手術後の左下口唇等の状態から，会社に対する年収

に見合った貢献をすることができないことに自信をなくし，また，定年前の

退職（早期退職）の場合には退職金が加算されることから，平成１９年１０

月１２日，勤務先会社を退職した。（甲Ａ１８，甲Ｃ１，原告本人）

(11) 原告の現在の症状

原告は，現在も，左下口唇部にビリビリ感及び麻痺感が残存しているもの

の，本件手術直後である平成１４年ころと比べると，痛みの感覚に慣れてき

ており，痛みが軽減するときもある。左オトガイ部には麻痺感，感覚の鈍さ

があるが，疼痛はない。
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また，原告の味覚は正常であり，流涎もなく，言語障害も認められず，滑

舌が悪いとも認められない。

さらに，原告は，冷たいものを飲むことはできるが，氷を頬張ることなど

はできない。熱いものについては，口の中に入れることができ，ストローを

用いて飲むことなどはできるが，唇に当たるとつらいことがある。

これに加え，原告は，現在も抑うつ状態にあるものの，抗うつ剤及び精神

安定剤の服用により抑うつ症状を緩和・改善させることができ，これにより

通常の社会生活を送ることができていることが認められる。（甲Ａ１８，原

告本人）

２ 医学的知見

(1) インプラント手術の内容

生体の組織の実質欠損や，外観などを回復するために，同種の自家組織又

は他家組織及び人工物などを生体内に埋入することをインプラントといい，

う蝕，歯周病及び外傷などで失われた天然歯の代わりとなるものを顎骨に嵌

植することを歯科インプラントという。

インプラント手術とは，顎骨にインプラント体の埋入窩を形成し，インプ

ラント体を埋入するための手術をいい，顎骨には，インプラント体の形状に

合わせた埋入窩を形成し，確実な初期固定を得る必要があるとされている。

（甲Ｂ２）

(2) インプラント手術の方法

インプラント手術を行う前には，口腔内の診査を行う必要があり，口腔内

診査は，視診及び触診による粘膜及び顎堤の状態，Ｘ線による顎堤の形態，

下顎管及び上顎洞の位置並びに残存歯との位置関係を診査する。

その際には，標準型口内法，パノラマレントゲン写真（オルソパントモグ

ラフ）及び頭部Ｘ線規格写真（セファログラム）などが有用とされているが，

下顎管までの距離を正確に確認する場合は，デンタルフィルムにメジャーテ
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ープを貼り平行法で撮影したり，パノラマレントゲン写真を撮影するとされ，

インプラント植立時の下歯槽神経麻痺の予防法として，メジャーテープを用

いたパノラマレントゲン写真，デンタルＸ線写真又はＣＴなどで下顎管まで

の距離を確認すること，インプラント体の長いものはできる限り使用しない

こと，ドリリング操作ではドリルの深さゲージを絶えず確認し，目的の深さ

以上に骨を切開しないことなどが挙げられている。

さらに，Ｘ線，ＣＴ撮影法及びコンピューターを使った画像再構築により，

頭軸方向に対しての水平断面に加え正中及び矢状断面像も得られるようにな

り，三次元的診断が可能になっている。

インプラント手術を行う際には，ドリル，タッピング用器具及びインプラ

ント体により，神経を損傷し，知覚障害等が生じることがあることから，下

歯槽神経の経路となっているオトガイ孔の位置に注意する必要がある。オト

ガイ孔は下顎体のほぼ中央の高さで第二小臼歯根端の直下にある場合が多い

ため，この付近にインプラント体を埋入するときは，オトガイ孔の位置を確

認して，その位置を避けたり，オトガイ孔に達しない長さのインプラント体

を選択する必要がある。（甲Ｂ２，３）

３ 争点(1)（Ｃ歯科医師に説明義務違反があるか）について

原告は，Ｃ歯科医師は，原告に対し，本件手術前に，インプラント手術には

リスクがないと説明し，同手術により左下口唇，左オトガイ部の知覚異常，ア

ロディニアといった症状が出る可能性があることを説明すべき義務を怠ったと

主張する。

前記１(1)イ及び２で認定した事実によれば，インプラント手術は，顎骨に

インプラント体の埋入窩を形成し，インプラント体を埋入する手術であって，

同手術を行う際には，ドリル，タッピング用器具及びインプラント体により，

神経を損傷し，知覚障害等が生じることがあること，本件手術は，原告の左

下５番相当部及び左下６番相当部に対して，インプラント体を各１本ずつ埋
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め込むインプラント手術であり，オトガイ孔は下顎体のほぼ中央の高さで第

二小臼歯根端の直下にある場合が多いため，オトガイ孔に達しない長さのイ

ンプラント体を選択する必要があること，そして，Ｃ歯科医師は，原告の左

下５番の歯の根尖部分に骨破壊像があったことから，その部分には骨組織が

存在しないと考え，左下５番相当部に埋入するインプラント体を歯槽骨に保

持させるためには，通常よりも長い長さ１８ｍｍのインプラント体を選択し，

これを歯槽骨に斜めに埋入することが適切であると判断したこと，左下５番

相当部にドリリング及びインプラント体の埋入をした際，ドリリング及びイ

ンプラント体の埋入をするに当たり角度を十分につけなかったために，左オ

トガイ孔付近の下歯槽神経の圧迫を生じさせ，同神経を損傷したことが認め

られる。

これらの事実からすると，被告（担当歯科医師）には，本件手術前に，同

手術を受けるか否かを選択させる前提として，原告の口腔内の状態，本件手

術の内容及び必要性，本件手術による神経損傷の危険性及び予後等について，

原告がインプラント手術に関する十分な情報に基づいて本件手術を受けるか

否かを決定できるよう，相当程度詳細に説明すべき義務があったというべき

である。

ところが，前記１(1)アで認定したとおり，被告の担当歯科医師であるＣ歯

科医師は，左下５番の歯を抜去した後の処置について，入れ歯やインプラン

ト手術が考えられるが，インプラントであれば入れ歯のような違和感や取り

外す面倒がなく，かつ，周りの歯を歯根破折で失うリスクを軽減できるとの

説明をし，インプラント手術に伴うリスクとして，抜歯の場合と同様に，外

科的手術に伴う出血，痛み及び腫れが生じる可能性があることについて説明

しただけで，神経損傷や神経麻痺が生じる可能性があることなどについては

説明しなかったことが認められる。

したがって，被告（Ｃ歯科医師）には，説明義務違反があったというべき
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である。

４ 争点(2)（Ｃ歯科医師に，手術前にＣＴを撮影せず，下顎管ないしオトガイ

孔までの距離を正確に把握せずに本件手術を行った注意義務違反があるか）に

ついて

原告は，Ｃ歯科医師には，インプラント体がオトガイ神経を損傷しないよう

に，オトガイ孔から適切な距離を取るため，インプラント手術前にＣＴを撮影

する義務があったにもかかわらず，ＣＴを撮影せず，また，パノラマレントゲ

ン写真を撮影したとしても，メジャーテープを用いなかったから，下顎管ない

しオトガイ孔までの距離を正確に把握せずに本件手術を行った注意義務違反が

あると主張する。

前記２(2)で認定した事実によれば，下顎管やオトガイ孔からインプラント

体先端部までの適切な距離を取るため，ＣＴ撮影による三次元的診断を行うこ

とが望ましいとはいえるものの，他方，メジャーテープを用いたパノラマレン

トゲン写真により距離を確認するのも有用であるとされていることが認められ

るところ，Ｃ歯科医師は，本件手術に先立ち，パノラマレントゲン写真及びデ

ンタルＸ線写真を撮影し，パノラマレントゲン写真上にメジャーテープを当て

て，下顎管ないしオトガイ孔までの距離を測定し，骨の幅について，触診や口

腔内所見（肉眼）により確認したことは，前記１(1)イで認定したとおりであ

る。

したがって，Ｃ歯科医師に，下顎管ないしオトガイ孔までの距離を正確に

把握せずに本件手術を行った注意義務違反があるとは認められないから，原

告の上記主張は採用することができない。

５ 争点(3)（Ｃ歯科医師に，本件手術における技術的なミスにより下歯槽神経

を損傷した注意義務違反があるか）について

原告は，Ｃ歯科医師は，長すぎるインプラント体（１８ｍｍ）を用い，あ

るいは，十分な角度をつけてドリリングやインプラント体の埋入をしなかっ
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たなどの本件手術における技術的なミスにより，ドリル，タッピング用器具，

インプラント体などを突き刺し，あるいはオトガイ孔近接を生じさせて，原

告の左下歯槽神経を損傷したと主張する。

インプラント手術を行う際には，オトガイ孔の位置に注意する必要があり，

オトガイ孔は下顎体のほぼ中央の高さで第二小臼歯根端の直下にある場合が

多いことから，この付近にインプラント体を埋入するときは，オトガイ孔の

位置を確認し，その位置を避ける必要があるため，オトガイ孔に達しない長

さのインプラント体を選択する必要があること，本件手術は，原告の左下５

番相当部及び左下６番相当部に対して，インプラント体を各１本ずつ埋め込

むインプラント手術であり，Ｃ歯科医師は左下５番相当部に埋入するインプ

ラント体として通常よりも長い長さ１８ｍｍのインプラント体を選択し，こ

れを歯槽骨に斜めに埋入することが適切であると判断したこと，左下５番相

当部にドリリング及びインプラント体の埋入をした際，ドリリングあるいは

インプラント体の埋入により，左オトガイ孔付近の下歯槽神経の圧迫を生じ

させ，同神経を損傷したことは，前記１(1)イ及び２(2)で認定したとおりで

ある。

そして，Ｃ歯科医師は，上記のとおり，オトガイ孔が直下にある場合の多

い左下５番相当部に１８ｍｍという通常よりも長いインプラント体を埋入す

ることにしたのであるから，人工歯根としてこのようなインプラント体を用

いる場合には，特にオトガイ孔付近の下歯槽神経を損傷しないように，十分

な角度をつけてドリリング及びインプラント体の埋入を行うべき注意義務が

あったというべきである。

ところが，Ｃ歯科医師は，上記インプラント体を埋入するに当たり，上記

注意義務を怠り，十分な角度をつけてドリリング及びインプラント体の埋入

を行わなかったため，ドリリングあるいはインプラント体によりオトガイ孔

付近の下歯槽神経を圧迫し，同神経を損傷したことが認められる（弁論の全
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趣旨，証人Ｃ歯科医師）。

したがって，Ｃ歯科医師には，長さ１８ｍｍのインプラント体を原告の左

下５番相当部に埋入するに当たり，十分な角度をつけてドリリング及びイン

プラント体の埋入を行うべき注意義務を怠った点について過失があるという

べきである。

なお，原告は，Ｃ歯科医師が長さ１８ｍｍのインプラント体を用いたこと

自体が過失であると主張するが，インプラント体を斜めに埋入した場合（イ

ンプラント体の傾斜埋入）とインプラント体を真っ直ぐに埋入した場合とで，

骨への応力，骨レベルの変化等において有意な差はないとの報告（乙Ｂ４）

があるところであり，患者の口腔内の状態によっては，通常より長いインプ

ラント体を斜めに埋入する方法は有効であるとされていること（証人Ｃ歯科

医師）からすれば，Ｃ歯科医師が長さ１８ｍｍのインプラント体を用いたこ

と自体が過失であるとはいうことができず，上記のドリリング及びインプラ

ント体の埋入の際の角度不足以外に，Ｃ歯科医師に本件手術における技術的

なミスがあったと認めるに足りる証拠はない。

６ 争点(4)（因果関係並びに損害の有無及び額）について

(1) 前記３の説明義務違反と後遺障害等との因果関係

前記３で認定判示したとおり，被告（Ｃ歯科医師）には，本件手術に際

し，本件手術の内容，本件手術の危険性及び予後等についての説明義務違

反があるというべきところ，原告は，上記説明義務違反がなければ，原告

が被告歯科医院において本件手術を受けることはなく，後遺障害等が発生

することもなかったと主張する。

しかし，原告自身が，その本人尋問において，本件手術の危険性等につ

いての説明を受けていれば，インプラントではなく入れ歯を選択したかも

しれないと供述する一方で，担当歯科医師を信頼していた場合には手術の

危険性等について説明があったとしても本件手術を受けたかもしれないと
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供述するとともに，本件手術当時は，担当歯科医師であるＣ歯科医師を信

頼していたと供述していることに鑑みれば，仮に被告（Ｃ歯科医師）が原

告に対し，本件手術の内容，本件手術の危険性及び予後等について必要十

分な説明をしていたとしても，原告が本件手術を受けた可能性は十分に考

えられるところである。

そうすると，被告（Ｃ歯科医師）が説明義務を果たしていたとしても，

原告が本件手術を受けず，それにより原告の主張する後遺障害等が発生し

なかったことについて高度の蓋然性があったとは認められないから，被告

（Ｃ歯科医師）の説明義務違反と原告が主張する後遺障害等との間に因果

関係があるとは認めることができない。

(2) 損害の有無及び額について

ア 原告の後遺障害

前記５で認定判示した，本件手術におけるＣ歯科医師の注意義務違反

により，原告の左下歯槽神経を損傷した結果，前記１(11)で認定したと

おりの症状が現存していることが認められるところ，原告は，本件手術

日である平成１４年２月１３日に症状固定に至ったと主張し，Ｆ歯科医

師の診断書（甲Ａ１５）にはこれに沿う部分もある。

しかしながら，証人Ｆ歯科医師の書面尋問に対する回答書によれば，

Ｆ歯科医師は，神経障害に関する障害固定日の特定が困難である一方で，

障害発生日は明確であることから，本件手術が行われた障害発生日であ

る平成１４年２月１３日を障害固定日として上記診断書に記載したにす

ぎないことが認められる上，前記１(1)ウで認定したとおり，本件手術

後，原告の左下口唇部及び左オトガイ部の麻痺感のある部分の面積が減

少し，二点識別検査による知覚の改善やタッピング時の刺激の弱化が認

められるから，本件手術日を症状固定日とする上記診断書を採用するこ

とはできない。
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そして，前記１(6)で認定したとおり，原告は，平成１９年５月１９

日から同年１１月２４日までの間，疼痛及び知覚などの症状の改善がな

く，複合性局所疼痛症候群（左下口唇，オトガイ部）との診断を受けた

ことに照らすと，同年５月１９日をもって，原告の上記症状は後遺障害

として固定したものと認めるのが相当である。

なお，原告は，本件手術の約３年前の４８歳のときに抑うつ状態にな

ったことがあるものの，１回の通院加療で自然軽快していたこと（乙Ａ

５，原告本人），本件手術後に左オトガイ神経麻痺が出現し，その治療

を受けたＥ歯科病院において口腔心身症と診断されて精神安定剤の処方

を受けたこと（前記１(1)ないし(3)の事実），平成１６年７月に原告が

精神安定剤の服用を中止したところ抑うつ気分が出現し，その後は抗う

つ剤を服用しない限り抑うつ状態に陥るようになり，そのような状態が

改善することなく，現在に至っていること（前記１(4)及び(11)の事実

）が認められ，これらの事実を総合すると，原告が本件手術後に陥った

抑うつ状態と本件手術におけるＣ歯科医師の注意義務違反との間には因

果関係があるというべきである。また，原告の上記抑うつ状態について

は，前記１(6)及び(11)のとおり，現在も通院加療中であり，抗うつ剤

等によって，抑うつ症状を緩和・改善させることができ，これにより通

常の社会生活を送ることができていることが認められるから，現在もな

お症状は固定していないものとみるのが相当である。

イ 治療費及び交通費 １７万２８６０円

前記１(11)で認定した内容の左下口唇部及び左オトガイ部の知覚麻痺

等の後遺障害の症状固定日は，前記アで認定したとおり，平成１９年５

月１９日であるから，同日以降の同症状に関する治療費（文書料を含む。

）及び交通費は，前記５の注意義務違反と相当因果関係のある損害とは

認められないが（したがって，Ｉ歯科医院及びＪ病院での診療に要した
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治療費等はいずれも前記５の過失と相当因果関係のある損害とは認めら

れない。），原告が請求しているＥ病院附属Ｇ病院及び麻酔科ペインク

リニックにおける治療費及び交通費は，症状が固定していない抑うつ状

態の治療のためか，あるいはそれを兼ねるものであるから，上記各病院

の治療費及び交通費（１２万７６６０円）は，前記５で認定したＣ歯科

医師の過失と相当因果関係のある損害と認めるのが相当である（甲Ｃ２

の１ないし１０，甲Ｃ４，５，甲Ｃ６の１ないし９６）。なお，Ｈ病院

の治療費等（平成１８年１０月１日から症状固定日である平成１９年５

月１９日までに要した治療費及び交通費の合計額は４万５２００円であ

る。）に関しては，確かに，原告は同病院において左下４番の歯の慢性

根尖性歯周炎の治療を受けているものの，平成１８年９月３０日までに

行われた同歯の治療費等については，原告は本訴においてその支払を請

求していないし，同年１０月１日以降に行われた同歯に関する治療につ

いては，本件手術によって生じた左下５番相当部の状態，同部に対する

影響等をも考慮して行われたものである（前記１(5)の事実）から，上

記治療費等全額が上記注意義務違反と相当因果関係のある損害と認めら

れる。（甲Ｃ３の１ないし１０，乙Ａ６）

ウ 休業損害 ２９万００００円

原告が，本件手術当時，年間８４７万３６４９円の収入を得ていたこ

とは，前記１(10)で認定したとおりであり，証拠（甲Ａ１８，乙Ａ３，

原告本人）によれば，原告は，Ｄ病院への通院のため，９日間休業した

ことが認められ，これによれば，休業損害として２９万円を前記５の注

意義務違反と相当因果関係のある損害と認めることができる。

エ 逸失利益について

(ア) 原告の後遺障害の内容・程度

原告は，原告の後遺障害は，局部に頑固な神経症状を残すものとし
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て，後遺障害等級１２級に当たると主張し，Ｆ歯科医師の診断書（甲

Ａ１５）にはこれに沿う部分もある。

しかし，証人Ｆ歯科医師の書面尋問に対する回答書によれば，Ｆ歯

科医師は，後遺障害等級１２級１２号の局部に頑固な神経症状を残す

ものとは，１日中一定の症状を自覚している場合と捉えた上で，原告

の場合，症状部位は下唇であり，会話及び発語並びに食事の度に皮膚

及び粘膜刺激（上唇や歯牙による）により下唇に不快な違和感及び疼

痛の症状を１日中自覚することになるから，頑固な神経症状を残すも

のと判断できると述べるところ，Ｆ歯科医師の頑固な神経症状に関す

る見解は，疼痛などの症状の限定がない上，その診断のために通常必

要とされる他覚的所見を要しないとするものであって，広範に過ぎ，

採用できないというべきである。また，上記診断書は，原告が流涎を

自覚できないことを根拠の一つとして咀嚼機能障害（通常の咀嚼・嚥

下の支障）があると診断しているが，原告に現在流涎がないことは，

前記１(11)で認定したとおりである。さらに，上記診断書が本件手術

日を症状固定日とする点について採用できないことは，前記アで認定

したとおりである。したがって，Ｆ歯科医師の上記診断書は採用でき

ない。

そして，原告は，前記アのとおり，平成１９年５月１９日に，前記

１(11)で認定した内容の左下口唇部及び左オトガイ部の知覚麻痺等の

症状が固定したというべきところ，同年１１月１日の静的触覚閾値検

査により，原告の健側が全て１．６５Ｆｍｇを示したのに比べ，左下

唇枝部が２．８３Ｆｍｇを，左口角枝部が２．８３Ｆｍｇを，左オト

ガイ枝が２．３６Ｆｍｇを示したことは，前記１(8)で認定したとお

りである。

このように，静的触覚閾値検査では，原告の健側と左下口唇部及び
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左オトガイ部との間に差が認められるものの，その差は大きくなく，

証拠（乙Ｂ３）によれば，左下口唇部及び左オトガイ部の２．８３Ｆ

ｍｇは，正常値であるとされているところである。

また，原告の左下口唇部にはビリビリ感及び麻痺感が残っているも

のの，本件手術後である平成１４年ころと比べると，痛みの感覚に慣

れてきており，痛みが軽減するときもあること，左オトガイ部には麻

痺感があるが，疼痛までは認められないことからすれば，原告に後遺

障害等級１２級ないし１４級に相当するほどの疼痛や症状等が認めら

れるかには疑問がある。

そして，原告は，氷を頬張ることなどはできないものの，冷たいも

のを飲むことはできること，熱いものについては，唇に当たるとつら

いものの，口の中に入れることができ，ストローを用いて飲むことな

どはできることからすれば，冷覚及び熱覚の知覚異常もさほどのもの

とはいえない。

さらに，原告の味覚は正常であり，流涎もなく，言語障害も認めら

れず，滑舌が悪いとも認められないことからすれば，左下口唇部及び

左オトガイ部の知覚麻痺以外の知覚異常は，ほとんどないというべき

である。

そうすると，原告の上記後遺障害が後遺障害等級１２級ないし１４

級に相当するとはいえず，他に原告の上記主張事実を認めるに足りる

証拠はない。

したがって，原告の上記主張は，採用することができない。

(イ) 逸失利益の有無

原告は，原告の後遺障害は後遺障害等級１２級に当たり，これによ

る労働能力喪失率は１４％であるとして，それによって計算された逸

失利益相当分の損害を被ったと主張する。
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しかし，原告の前記後遺障害が後遺障害等級１２級ないし１４級に

当たらないことは前記(ア)で認定したとおりであり，原告の後遺障害

がその労働能力に影響を与える程のものといえないことは前記１(11)

で認定したとおりである。

したがって，原告の上記主張は，採用することができず，原告主張

の逸失利益を原告の損害と認めることはできないが，原告は，前記５

の注意義務違反によって前記後遺障害を負い，これによって，社会生

活上，相当程度の苦痛と不便等を感じていることが認められるから，

これらの事情は，後記慰謝料額の算定において斟酌することとする。

オ 前記５の注意義務違反による慰謝料

(ア) 後遺障害慰謝料 １４０万００００

円

原告が前記５の注意義務違反によって被った後遺障害の内容及び程

度は，前記エ(ア)で認定したとおりであり，原告の後遺障害は後遺障

害等級１２級ないし１４級に当たらないものの，被告の注意義務違反

の内容及び程度や前記エ(イ)で判示した事情のほか，本件に顕れた諸

事情を勘案すると，原告の後遺障害に対する慰謝料は，１４０万円と

認めるのが相当である。

(イ) 通院慰謝料 １６０万００００

円

本件手術以後の原告の通院経過は，前記１(1)ないし(8)で認定した

とおりであり，本件手術直後から症状固定日である平成１９年５月１

９日までの本件手術によって生じた知覚障害等の治療のための，平成

１６年８月７日から現在までの抑うつ状態の治療のための各通院期間

及び通院回数並びに通院時における原告の症状・障害の程度等を総合

勘案すると，原告の通院慰謝料は，１６０万円と認めるのが相当であ
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る。

カ 弁護士費用 ３０万００００円

原告が弁護士である訴訟代理人に本件訴訟の提起・追行を委任したこ

とは当裁判所に明らかであるところ，弁護士費用相当分の損害について

は，本件事案の性質・内容，訴訟の経過，認容額等に照らし，３０万円

と認めるのが相当である。

キ 遅延損害金

原告は，本件手術日を起算日として遅延損害金を請求しているが，診

療契約の債務不履行に基づく損害賠償債務が遅滞に陥る時期は履行請求

（催告）をした日の翌日であり（民法４１２条３項），本件記録（甲Ｃ

３の１等）及び弁論の全趣旨によれば，原告が被告に対し本件手術に関

する損害賠償を求め，被告がその支払を拒絶したのは平成１８年１０月

７日と認められる。したがって，原告が被告に対し，遅延損害金を求め

ることができるのは同月８日からであって，原告が主張するように，本

件手術日である平成１４年２月１３日からの遅延損害金の支払を求める

ことができないことは明らかである。

７ 結論

以上のとおりであり，原告の本件診療契約の債務不履行に基づく損害賠償

請求は，原告が３７６万２８６０円及びこれに対する平成１８年１０月８日

から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金を求める限度で

理由があるからこれを認容し，その余の請求は理由がないからこれを棄却す

ることとし，主文のとおり判決する。

東京地方裁判所民事第３４部
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村 田 渉裁判長裁判官

大 嶋 洋 志裁判官

平 野 望裁判官


